
III 主要指標から見た
本市の状況

扉_（3月10日提出）
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８  SDGsへの関心の高まり
　2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目標」（SDGs）は、持続可能で多様性と
包摂性のある社会の実現のため、すべての加盟国が2030年までに取り組む国際目標である。17の
ゴール・169のターゲットから構成され、発展途上国のみならず、先進国も自ら取り組むべきものとし
て設定されている。
　我が国でも、2016年5月にSDGs推進本部を設置し、同12月に実施指針を策定している。実施指
針では、「広く全国の地方自治体及びその地域で活動するステークホルダーによる積極的な取組を推
進することが不可欠」とされており、民間企業においても、SDGsの達成に資する取組を推進する機運
が醸成されるなど、SDGsへの関心が高まる中で、すべての主体がSDGsの達成に向けた役割を担う
ことが必要である。

９  新型コロナウイルス感染症の影響による新しい日常（ニューノーマル）への移行
　新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するための「新しい生活様式」の定着に伴い、リモートによ
る交流機会の増加や、センサーや生体認証の高度化、機器の遠隔制御に関する技術の進歩、キャッシュ
レス決済の更なる拡大による非接触型社会が進展することが予想される。
　また、外出自粛に伴う出勤抑制によりリモートワーク、ペーパーレス化、遠隔医療や遠隔教育の流
れが加速し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方によるワーク・ライフ・バランスの確保な
どに対する認識が広まり、都心を離れて郊外の住宅への転居を検討する層も見られる。
　行政のデジタルトランスフォーメーション（DX）の遅れが浮き彫りとなり、行政手続きのデジタル化、
ペーパーレス化などスピード感を持って、施策を講じていく必要性が高まっている。

SDGsの17の目標（ゴール）
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１  2030年の人口・世帯の動き
2015年と2030年を比較すると、総人口、年少人口及び生産年齢人口は減少する。
高齢者人口、高齢者世帯数ともに微増する。

２  将来推計人口

◆総人口は、2030年に80万人を下回る。

�本市の人口は、2010年に84.2万人となり、2030年には77.5万人と80万人を下回り、2045年
には68.4万人と70万人を下回る。

2015年 2030年 増減数
総人口 83.9万人 77.5万人 ▲6.4万人
年少人口 11.3万人（13.5％） 8.9万人（11.4％） ▲2.4万人
生産年齢人口 49.6万人（59.1％） 45.7万人（59.0％） ▲3.9万人
高齢者人口 22.4万人（26.7％） 22.9万人（29.5％） +0.5万人
後期高齢者人口 9.9万人（11.8％） 14.5万人（18.8％） +4.6万人
総世帯数 34.9万世帯 35.0万世帯 +0.1万世帯
高齢者世帯数 13.4万世帯 13.8万世帯 +0.4万世帯
高齢単身世帯数 4.8万世帯 5.8万世帯 +1.0万世帯

（資料）2015年は総務省「国勢調査」、2030年は独自推計

III 主要指標から見た本市の状況

総人口の将来推計

（資料）��2015年以前は総務省「国勢調査」。なお、2005年に旧美原町と合併。�
2020 年以降の将来推計人口は独自推計。

90.0
（万人）

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065（年）

81.0 81.8 80.8 80.3

79.2

83.1 84.2 83.9

実績値 将来推計値

82.4
80.2

77.5
74.4

71.3
68.4

65.6

62.7
59.4

56.1

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

50.0

80万人を下回る

70万人を下回る

※本章における将来推計人口・世帯に関する記述は見込みである。
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III　主 要 指 標 か ら 見 た 本 市 の 状 況

（参考）将来推計人口の推計パターン
　将来推計人口をシミュレーションするにあたり、3つのパターンを設定して推計した。
　パターン①は、生残率及び純移動率の実績値（2012年～ 2017年）を用いて試算した。
　パターン②は、2030年以降、社会増減が均衡した場合を仮定して試算した。
　パターン③は、段階的に合計特殊出生率が向上する場合で、2030年に1.8程度、2040年に人口
が維持できる水準である2.07程度となった場合を仮定して試算した。

総人口のパターン別将来推計

（資料）2015年は総務省「国勢調査」。2020年以降の将来推計人口は独自推計。

90.0
（万人）

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065（年）

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

50.0

77.5

71.3
68.4

56.1

57.2

64.3

71.8
73.7

78.1

69.369.3
72.0

77.5

パターン① パターン② パターン③

実績値 将来推計値
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１  2030年の人口・世帯の動き
2015年と2030年を比較すると、総人口、年少人口及び生産年齢人口は減少する。
高齢者人口、高齢者世帯数ともに微増する。

２  将来推計人口

◆総人口は、2030年に80万人を下回る。

�本市の人口は、2010年に84.2万人となり、2030年には77.5万人と80万人を下回り、2045年
には68.4万人と70万人を下回る。

2015年 2030年 増減数
総人口 83.9万人 77.5万人 ▲6.4万人
年少人口 11.3万人（13.5％） 8.9万人（11.4％） ▲2.4万人
生産年齢人口 49.6万人（59.1％） 45.7万人（59.0％） ▲3.9万人
高齢者人口 22.4万人（26.7％） 22.9万人（29.5％） +0.5万人
後期高齢者人口 9.9万人（11.8％） 14.5万人（18.8％） +4.6万人
総世帯数 34.9万世帯 35.0万世帯 +0.1万世帯
高齢者世帯数 13.4万世帯 13.8万世帯 +0.4万世帯
高齢単身世帯数 4.8万世帯 5.8万世帯 +1.0万世帯

（資料）2015年は総務省「国勢調査」、2030年は独自推計

III 主要指標から見た本市の状況

総人口の将来推計

（資料）��2015年以前は総務省「国勢調査」。なお、2005年に旧美原町と合併。�
2020 年以降の将来推計人口は独自推計。

90.0
（万人）

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065（年）

81.0 81.8 80.8 80.3

79.2

83.1 84.2 83.9

実績値 将来推計値

82.4
80.2

77.5
74.4

71.3
68.4

65.6

62.7
59.4

56.1

55.0

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

50.0

80万人を下回る

70万人を下回る

※本章における将来推計人口・世帯に関する記述は見込みである。
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◆�2015年から2030年にかけて、年少人口は11.3万人から8.9万人、生産年齢人
口は49.6万人から45.7万人に減少、高齢者人口は22.4万人から22.9万人と微
増する。
◆�同期間において、年少人口比率は13.5％から11.4％に低下、生産年齢人口比率
は59.1％から59.0％と横ばい、高齢者人口比率（高齢化率）は26.7％から29.5％
に上昇する。

�年少人口（14歳以下人口）は1980年に21.6万人、生産年齢人口（15 ～ 64歳人口）は1990年に
58.9万人となっている。
�高齢者人口（65歳以上人口）は、総人口が減少局面に転じてからも増加傾向にあり、2025年から
2035年まで一時的に横ばいとなるが、2045年に24.5万人となる。
�年少人口比率は1980年に26.7％、生産年齢人口比率は1995年に73.1％となっており、年少人
口比率は2025年以降、生産年齢人口比率は2045年以降、横ばいで推移する。
高齢化率は、2030年には約3割に達し、2040年には3分の1を超え、2050年に36.4％となる。

（資料）��2015 年以前は総務省「国勢調査」。なお、2005年に旧美原町と合併。�
2020 年以降の将来推計人口は独自推計。

（万人）
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（年）
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84.2 83.9 82.4 80.2 77.5

74.4
71.3 68.4

65.6 62.7
59.4

56.1

年少人口 生産年齢人口 高齢者人口

実績値 将来推計値

年齢 3区分別人口の将来推計
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III　主 要 指 標 か ら 見 た 本 市 の 状 況

（資料）��2015 年以前は総務省「国勢調査」。なお、2005年に旧美原町と合併。�
2020 年以降の将来推計人口は独自推計。
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（年）

（％）
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実績値 将来推計値

年齢 3区分の人口構成比の将来推計
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◆�2015年から2030年にかけて、年少人口は11.3万人から8.9万人、生産年齢人
口は49.6万人から45.7万人に減少、高齢者人口は22.4万人から22.9万人と微
増する。
◆�同期間において、年少人口比率は13.5％から11.4％に低下、生産年齢人口比率
は59.1％から59.0％と横ばい、高齢者人口比率（高齢化率）は26.7％から29.5％
に上昇する。

�年少人口（14歳以下人口）は1980年に21.6万人、生産年齢人口（15 ～ 64歳人口）は1990年に
58.9万人となっている。
�高齢者人口（65歳以上人口）は、総人口が減少局面に転じてからも増加傾向にあり、2025年から
2035年まで一時的に横ばいとなるが、2045年に24.5万人となる。
�年少人口比率は1980年に26.7％、生産年齢人口比率は1995年に73.1％となっており、年少人
口比率は2025年以降、生産年齢人口比率は2045年以降、横ばいで推移する。
高齢化率は、2030年には約3割に達し、2040年には3分の1を超え、2050年に36.4％となる。

（資料）��2015 年以前は総務省「国勢調査」。なお、2005年に旧美原町と合併。�
2020 年以降の将来推計人口は独自推計。
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実績値 将来推計値

年齢 3区分別人口の将来推計
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◆�高齢者の総人口に占める割合は、2030年には約3割に達し、2040年には3分の
1を超える。
◆�後期高齢者の総人口に占める割合は、2025年には2割近くまで上昇し、2040年
まで同水準で推移する。

�高齢者人口の割合は、2015年の26.7％から2030年には29.5％に上昇し、2040年には全体の3
分の1を超える34.3％になる。一方、高齢者人口は2015年の22.4万人、2030年には22.9万人、
2040年には24.4万人と大幅には増えない。
�後期高齢者人口の割合は、2015年の14.9％から2025年に18.1%、2030年には18.8％に上昇
し、2040年まで同水準で推移する。後期高齢者人口は、2015年の9.9万人から2030年には
14.5万人と大きく増加し、2045年までいったん減少傾向に転じる。

（資料）総務省「国勢調査」、将来推計人口は独自推計
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19.9

12.3
14.5 14.5 13.4

12.9 13.6
15.2

15.4 14.5
13.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

26.7%

14.9% 14.9%
18.1% 18.8% 18.0% 18.1%

19.8%
23.2%

24.6% 24.3% 23.2%

28.6% 28.8% 29.5%
31.2%

34.3%
35.9% 36.4% 36.1% 35.6% 35.5%

65～74歳 75歳以上

人口（左軸） 構成比（右軸）

65歳以上 75歳以上

実績値 将来推計値

22.4
23.5 23.1 22.9 23.3

24.4
24.5 23.9

22.6
21.2

19.9

高齢者人口の将来推計
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（資料）総務省「国勢調査」、将来推計人口は独自推計

00 10,00010,000 20,00020,000 30,00030,000 40,000

（単位：人）

40,000
90～
85～89
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
30～34
25～29
20～24
15～19
10～14
5～9
0～4

（男）

2015年

（女）

17,611

20,547
19,631

20,653
19,706
20,335
22,415

27,236
35,154
29,817
24,665
20,459
23,803

30,844
26,648
19,681

12,193
5,555
1,885

17,018

19,468
18,689

19,975
19,442
20,057
23,177
28,727
35,699

30,452
25,461
21,852
26,881

36,257
31,121

23,967
17,754

11,164
6,995

17,611

20,547
19,631

20,653
19,706
20,335
22,415

27,236
35,154
29,817
24,665
20,459
23,803

30,844
26,648
19,681

12,193
5,555
1,885

17,018

19,468
18,689

19,975
19,442
20,057
23,177
28,727
35,699

30,452
25,461
21,852
26,881

36,257
31,121

23,967
17,754

11,164
6,995

団塊世代

団塊ジュニア

00 10,00010,000 20,00020,000 30,00030,000 40,000

（単位：人）

40,000

90～
85～89
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
30～34
25～29
20～24
15～19
10～14
5～9
0～4

（男）

2040年

（女）

13,226

13,639
13,549

14,148
15,799
17,947
19,797
20,273
20,338
18,755
18,685
21,397
26,565
32,765

27,422
22,027

17,380
18,216

13,913

14,342
14,231

14,891
16,464
18,031
19,902
20,560
20,172
18,345
18,612
20,547

24,576
30,716
24,460
18,280
12,519
10,220
7,529

13,913

14,342
14,231

14,891
16,464
18,031
19,902
20,560
20,172
18,345
18,612
20,547

24,576
30,716
24,460
18,280
12,519
10,220
7,529 22,798

13,226

13,639
13,549

14,148
15,799
17,947
19,797
20,273
20,338
18,755
18,685
21,397
26,565
32,765

27,422
22,027

17,380
18,216
22,798

団塊ジュニア

00 10,00010,000 20,00020,000 30,00030,000 40,000

（単位：人）

40,000

90～
85～89
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
30～34
25～29
20～24
15～19
10～14
5～9
0～4

（男）

2030年

（女）

13,912

21,645
29,811

24,006
20,167
23,903
28,993
34,353

27,619
22,028
19,173
19,353
21,229
20,939
19,515
16,856
15,108
14,198

14,636
14,912

4,820
12,335

19,954
18,358
17,272

22,150
27,762

33,388

21,362
25,986

19,263

20,958
21,463

15,886

20,387
17,494

19,018

14,636
14,912

4,820 14,409
12,335

19,954
18,358
17,272

22,150
27,762

33,388

21,362
25,986

19,263

20,958
21,463

15,886

20,387
17,494

19,018

13,912

21,645
29,811

24,006
20,167
23,903
28,993
34,353

27,619
22,028
19,173
19,353
21,229
20,939
19,515
16,856
15,108
14,198

14,409

団塊ジュニア

00 10,00010,000 20,00020,000 30,00030,000 40,000

（単位：人）

40,000

90～
85～89
80～84
75～79
70～74
65～69
60～64
55～59
50～54
45～49
40～44
35～39
30～34
25～29
20～24
15～19
10～14
5～9
0～4

（男）

2050年

（女）

11,980

13,636
12,870

14,212
14,867
15,353
16,078
17,280
19,165
19,848
19,518
17,687
17,669
19,012
21,847

25,707
18,164

10,628
6,270

11,388

12,967
12,253

13,502
14,264
15,066
16,031
17,381
18,973
19,656
19,837
18,240
18,006
20,465
25,228
30,391

23,922
17,121
19,944

11,980

13,636
12,870

14,212
14,867
15,353
16,078
17,280
19,165
19,848
19,518
17,687
17,669
19,012
21,847

25,707
18,164

10,628
6,270

11,388

12,967
12,253

13,502
14,264
15,066
16,031
17,381
18,973
19,656
19,837
18,240
18,006
20,465
25,228
30,391

23,922
17,121
19,944

年齢 5歳階級別人口ピラミッドの推移

◆�2040年に団塊ジュニアが全員65歳以上の高齢者になる。

�団塊ジュニア世代は2015年に全員40歳代となり、2030年には50歳代、2040年には65歳以上
の高齢者となり、全国と同様に人口ピラミッドはいわゆる花瓶型になる。
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◆�高齢者の総人口に占める割合は、2030年には約3割に達し、2040年には3分の
1を超える。
◆�後期高齢者の総人口に占める割合は、2025年には2割近くまで上昇し、2040年
まで同水準で推移する。

�高齢者人口の割合は、2015年の26.7％から2030年には29.5％に上昇し、2040年には全体の3
分の1を超える34.3％になる。一方、高齢者人口は2015年の22.4万人、2030年には22.9万人、
2040年には24.4万人と大幅には増えない。
�後期高齢者人口の割合は、2015年の14.9％から2025年に18.1%、2030年には18.8％に上昇
し、2040年まで同水準で推移する。後期高齢者人口は、2015年の9.9万人から2030年には
14.5万人と大きく増加し、2045年までいったん減少傾向に転じる。

（資料）総務省「国勢調査」、将来推計人口は独自推計

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065
（年）

30.0
（万人） （％）

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

12.5 11.2
8.6 8.3 9.8 11.5 11.0

8.7 7.2 6.7 6.9

9.9

22.4
23.5 23.1 22.9 23.3

24.4
24.5 23.9

22.6
21.2

19.9

12.3
14.5 14.5 13.4

12.9 13.6
15.2

15.4 14.5
13.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

26.7%

14.9% 14.9%
18.1% 18.8% 18.0% 18.1%

19.8%
23.2%

24.6% 24.3% 23.2%

28.6% 28.8% 29.5%
31.2%

34.3%
35.9% 36.4% 36.1% 35.6% 35.5%

65～74歳 75歳以上

人口（左軸） 構成比（右軸）

65歳以上 75歳以上

実績値 将来推計値

22.4
23.5 23.1 22.9 23.3

24.4
24.5 23.9

22.6
21.2

19.9

高齢者人口の将来推計
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◆世帯数は2020年に35.5万世帯となり、2030年以降は減少傾向が続く。

�世帯数は2020年に35.5万世帯、2030年には35万世帯となり、その後、減少傾向が続く。
2020年から2030年までは、単身世帯が増加し、夫婦のみ、夫婦と子から成る世帯は減少する。

◆高齢者世帯数における単身世帯の割合が2025年には4割を超える。

�高齢者世帯数は2015年の13.4万世帯から、2030年には13.9万世帯、2045年には15.1万世帯
に増加する。
�高齢者世帯数のうち高齢単身世帯数の占める割合は2015年の35.8％から、2025年に40.4％、
2030年には42.4％に上昇する。

（資料）総務省「国勢調査」、将来推計世帯は独自推計

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065（年）

単　独 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子 その他

40.0
（万世帯）

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

11.1

7.4

10.6

35.0 35.5 35.5 35.0 34.1 32.9 31.8 30.6 29.3
27.8

26.23.7
2.3

7.5

10.3

3.8
2.0

7.4

9.9

3.9
1.8

7.3

9.4

3.8
1.7

7.2

8.9

3.7
1.6

7.0

8.4

3.6

1.5

6.9

8.1

3.4

1.4

6.7

7.7

3.3

1.3

6.3

7.3

3.2

1.3

6.0

6.9

3.0

1.2

5.6

6.5

2.8

1.2

11.8 12.5 12.8 12.7 12.4 12.0 11.6 11.2 10.6 10.0

実績値 将来推計値

1.5 1.4 1.3 1.3
1.2

1.2

35.0 35.5 35.5 35.0 34.1 32.9 31.8 30.6 29.3
27.8

26.2

総世帯数と世帯類型別一般世帯数の見通し

（資料）総務省「国勢調査」、将来推計世帯は独自推計

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045（年）

（万世帯） （％）高齢者世帯数（左軸） 高齢単身世帯数（左軸） 高齢単身世帯数／高齢者世帯数（右軸）

4.8

13.4 14.1 14.0 13.9 14.1 14.9 15.1

5.4 5.6 5.9 6.1 6.6 6.6

5.0

0.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

35.8%
38.0%

40.4%
42.4% 43.5% 43.9% 43.9%

実績値 将来推計値

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0.0

16.0

14.0

高齢者世帯数と高齢単身世帯数の見通し
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III　主 要 指 標 か ら 見 た 本 市 の 状 況

３  人口動態

◆��人口動態は、自然減・社会減が続いており、特に自然減が人口減少に大きく影響
している。

��2013年以降は自然増減、社会増減ともマイナスに転じ、人口減少が続いている。自然減と社会減
を比較すると、近年は自然減の方が人口減少に与える影響が大きい。

（資料）住民基本台帳（外国人住民含む）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

1,078

▲3,306
▲2,986

▲2,849
▲3,408

▲1,930
▲1,759

▲1,388
▲1,527

▲130

906
301

1,874
1,248

2,508

1,471

▲4,000

▲3,000

▲2,000

▲1,000

0

1,000

2,000

3,000
（人）

社会増減
自然増減
人口増減

（年）

1,078

▲3,306
▲2,986

▲2,849
▲3,408

▲1,930
▲1,759

▲1,388
▲1,527

▲130

906
301

1,874
1,248

2,508

1,471

人口動態（自然増減・社会増減）の推移

（資料）堺市調べ

（人）
8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

01.25

1.30

1.35

1.40

1.45

1.50

1.55

1.60

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
（年）

1.43
1.41 1.42 1.43 1.43

1.49 1.50

1.43

1.46

1.39

7,504 7,350 7,211 7,038 6,9696,859 6,844
6,365 6,295

5,881

出生数（右軸）合計特殊出生率（左軸）

出生数・合計特殊出生率の推移

◆�合計特殊出生率は、全国や大阪府より高いものの、出生数は減少傾向が続いてい
る。

�出生数は減少傾向が続いており、2019年の出生数は5,881人にまで減少。一方、合計特殊出生
率は、全国や大阪府を上回って推移している。
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◆世帯数は2020年に35.5万世帯となり、2030年以降は減少傾向が続く。

�世帯数は2020年に35.5万世帯、2030年には35万世帯となり、その後、減少傾向が続く。
2020年から2030年までは、単身世帯が増加し、夫婦のみ、夫婦と子から成る世帯は減少する。

◆高齢者世帯数における単身世帯の割合が2025年には4割を超える。

�高齢者世帯数は2015年の13.4万世帯から、2030年には13.9万世帯、2045年には15.1万世帯
に増加する。
�高齢者世帯数のうち高齢単身世帯数の占める割合は2015年の35.8％から、2025年に40.4％、
2030年には42.4％に上昇する。

（資料）総務省「国勢調査」、将来推計世帯は独自推計

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065（年）

単　独 夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子 その他

40.0
（万世帯）

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

11.1

7.4

10.6

35.0 35.5 35.5 35.0 34.1 32.9 31.8 30.6 29.3
27.8

26.23.7
2.3

7.5

10.3

3.8
2.0

7.4

9.9

3.9
1.8

7.3

9.4

3.8
1.7

7.2

8.9

3.7
1.6

7.0

8.4

3.6

1.5

6.9

8.1

3.4

1.4

6.7

7.7

3.3

1.3

6.3

7.3

3.2

1.3

6.0

6.9

3.0

1.2

5.6

6.5

2.8

1.2

11.8 12.5 12.8 12.7 12.4 12.0 11.6 11.2 10.6 10.0

実績値 将来推計値

1.5 1.4 1.3 1.3
1.2

1.2

35.0 35.5 35.5 35.0 34.1 32.9 31.8 30.6 29.3
27.8

26.2

総世帯数と世帯類型別一般世帯数の見通し

（資料）総務省「国勢調査」、将来推計世帯は独自推計

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045（年）

（万世帯） （％）高齢者世帯数（左軸） 高齢単身世帯数（左軸） 高齢単身世帯数／高齢者世帯数（右軸）

4.8

13.4 14.1 14.0 13.9 14.1 14.9 15.1

5.4 5.6 5.9 6.1 6.6 6.6

5.0

0.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

35.8%
38.0%

40.4%
42.4% 43.5% 43.9% 43.9%

実績値 将来推計値

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0.0

16.0

14.0

高齢者世帯数と高齢単身世帯数の見通し
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（資料）厚生労働省「人口動態統計」、堺市調べ
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堺市
転入者数：34,075人
転出者数：34,826人
社会増減： ▲ 751人

大阪市
▲722人

和歌山県
252人

和泉市
▲ 371人

東京都
▲ 478人

大阪狭山市
▲ 295人

その他の
大阪府内
市町村
396人

5,654人 4,932人

1,453人

975人
16,469人

16,865人

697人

402人

511人763人

1,400人

1,029人

合計特殊出生率の比較

◆転出超過の相手先地域は、特に大阪市と東京都が多くなっている。

転出超過の相手先地域別では、特に大阪市と東京都が多く、また、和泉市や大阪狭山市も多い。
一方、和歌山県、その他の大阪府内市町村からは転入超過である。

（注）転出入者数のいずれかが 500人以上、かつ社会増減の絶対値が 100人以上の相手先を抽出
（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

相手先地域別に見た社会増減の状況（2019年）
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◆�5歳階級別の転出入超過数は、20歳代後半から40歳代前半に転出超過の傾向が
ある。20歳未満は転入超過の傾向も見られる。

20歳代後半からの転出超過が続いているが、2017年以降は20歳代前半も転出超過に転じている。
2019年には、10 ～ 19歳が転入超過となり、5 ～ 9歳は転出入が均衡している。

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」
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転出超過の相手先地域別では、特に大阪市と東京都が多く、また、和泉市や大阪狭山市も多い。
一方、和歌山県、その他の大阪府内市町村からは転入超過である。

（注）転出入者数のいずれかが 500人以上、かつ社会増減の絶対値が 100人以上の相手先を抽出
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４  昼夜間人口

◆��昼夜間人口比率は、100を下回る水準で推移している。

�昼夜間人口比率は1995年から2010年にかけて上昇したものの、100を下回る水準で推移している。
�他の政令指定都市と比較しても低く、ベッドタウンとしての性格が強い。

（資料）総務省「国勢調査」。なお、2005年に旧美原町と合併。

（資料）総務省「国勢調査」

夜間人口・昼間人口及び昼夜間人口比率の推移

昼夜間人口比率の政令指定都市比較（2015年）
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５  人口動向から見る本市の課題
　本市の人口は、2030年には80万人を下回り、さらに2045年には70万人を下回ることが推計され、
政令指定都市の中でも比較的速いペースで人口減少が進むことが予想されている。
　人口構成も大きく変化し、高齢化率は2040年に34.3％と3人に1人が高齢者になると見込まれ、
確実に高齢化が進む一方で、高齢者を支える生産年齢人口は減少する。高齢になっても、健康で自
立的な生活を送れるよう、就業機会の創出や健康寿命の延伸に向けた取組を一層進める必要がある。
　合計特殊出生率は、全国や大阪府よりも高い水準にあるものの、女性人口が減少していることもあ
り、出生数は減少が続いている。また、20歳代後半から40歳代前半の現役世代に転出超過の傾向
はあるが、直近では20歳未満の転入超過の傾向も見られる。
　人口の自然減が進むことは日本全体の傾向、課題であり、本市だけが人口を維持・増加させること
は困難であるが、できる限り減少を緩和する必要がある。現状（2015年）の生産年齢人口比率
（59.1％）が維持される2030年（59.0％）までの間に、特に20歳代から40歳代の転入や定着に向け
て、子どもを生み育てやすい子育て支援や教育環境の充実などを進める必要がある。
　さらに、昼夜間人口比率が100を下回るのは働く場の少なさの表れでもあるため、市内経済の活性
化や雇用の創出につながる産業振興、職住一体・近接の取組などを一層推進することが求められる。
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６  平均寿命と健康寿命

◆��平均寿命と健康寿命は男女ともに延びている傾向にあるが、全国や政令指定都市
の平均を下回っている。

平均寿命は、2015年で男性80.4年、女性86.8年となっている。
�健康寿命は「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」として定義されており、
本市の健康寿命は2016年で男性71.46年、女性73.60年であり、伸びている傾向にあるが、全国
や政令指定都市の平均と比較して男女とも下回っている。
�平均寿命と健康寿命の差は、日常生活に制限のある不健康な期間として捉えられる。本市の平均寿
命と健康寿命の差は、男性8.94年、女性13.20年となり、男女ともに全国や政令指定都市の平均と
比較して大きい。

（資料）厚生労働省「市区町村別生命表の概況」

政令指定都市との比較（2015年）

全国・大阪府との比較

（資料）厚生労働省「市区町村別生命表の概況」
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全国・大阪府との比較

政令指定都市との比較（2016年）

（資料）厚生労働科学研究報告書

（資料）厚生労働科学研究報告書
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６  平均寿命と健康寿命

◆��平均寿命と健康寿命は男女ともに延びている傾向にあるが、全国や政令指定都市
の平均を下回っている。

平均寿命は、2015年で男性80.4年、女性86.8年となっている。
�健康寿命は「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」として定義されており、
本市の健康寿命は2016年で男性71.46年、女性73.60年であり、伸びている傾向にあるが、全国
や政令指定都市の平均と比較して男女とも下回っている。
�平均寿命と健康寿命の差は、日常生活に制限のある不健康な期間として捉えられる。本市の平均寿
命と健康寿命の差は、男性8.94年、女性13.20年となり、男女ともに全国や政令指定都市の平均と
比較して大きい。

（資料）厚生労働省「市区町村別生命表の概況」

政令指定都市との比較（2015年）

全国・大阪府との比較

（資料）厚生労働省「市区町村別生命表の概況」
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７  事業従事者1人当たり付加価値額

◆��事業従事者1人当たり付加価値額は2016年で508万円であり、2012年と比較し
て増加しているが、全国や政令指定都市の平均を下回っている。

�企業の労働生産性を見る指標である事業従事者1人当たり付加価値額は2016年で508万円となって
おり、全国の536万円、政令指定都市平均の538万円、大阪府の585万円を下回っている。

2012 2016

堺市 全国 政令市平均
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事業従事者１人当たり付加価値額

（資料）総務省「経済センサス（活動調査）」

（資料）総務省「経済センサス（活動調査）」
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全国・政令指定都市平均との比較

政令指定都市との比較（2016年）
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III　主 要 指 標 か ら 見 た 本 市 の 状 況

８  財政状況
⑴　財政の現状
①歳入・歳出の現状（普通会計）
　歳入は、増加傾向となっており、2019年度決算における構成比を見ると、地方税などが最も大き
な割合（36.9％）を占め、以下、国庫支出金（24.8％）、地方債（11.5％）の順となっている。
　歳出も増加傾向となっており、2019年度決算における構成比を見ると、扶助費が最も大きな割合
（31.3％）を占め、以下、人件費（19.9％）、普通建設事業費（11.8％）の順となっている。

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
（年度）
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（資料）総務省「市町村別決算状況調」、堺市調べ

（資料）総務省「市町村別決算状況調」、堺市調べ
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７  事業従事者1人当たり付加価値額

◆��事業従事者1人当たり付加価値額は2016年で508万円であり、2012年と比較し
て増加しているが、全国や政令指定都市の平均を下回っている。

�企業の労働生産性を見る指標である事業従事者1人当たり付加価値額は2016年で508万円となって
おり、全国の536万円、政令指定都市平均の538万円、大阪府の585万円を下回っている。
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事業従事者１人当たり付加価値額

（資料）総務省「経済センサス（活動調査）」

（資料）総務省「経済センサス（活動調査）」
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②市債残高・基金残高（普通会計）
　臨時財政対策債を除く市債残高は、阪神高速道路大和川線や、堺市民芸術文化ホール（フェニーチェ
堺）などの大型整備事業により増加傾向にある。なお、政令指定都市の臨時財政対策債を除く市債残
高の平均は減少傾向にある。
　基金残高は、2013年度をピークに減少傾向にあり、2016年度以降は基金を取り崩すことで歳入
不足を補ってきたため、減少幅が大きくなっている。2019年度決算では、臨時的な土地売却収入を
基金に積み立てたため、基金残高は一時的に増加した。なお、政令指定都市の基金残高の平均は
2014年度以降横ばいで推移している。

20102008 2009 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
（年度）

堺市 政令市平均

2,184 2,259 2,214 2,374 2,398 2,360 2,364 2,307 2,317 2,350 2,400 2,436
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市債残高の推移（臨時財政対策債を除く）

基金残高の推移

（資料）総務省「地方財政状況調査関係資料」、堺市調べ

（資料）総務省「地方財政状況調査関係資料」、堺市調べ
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③財政の健全性
　健全化判断比率である実質公債費比率や将来負担比率は、国が定める早期健全化基準をクリアし
ている。
　両比率は、政令指定都市平均よりも低い水準にある。

20102008 2009 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
（年度）

堺市 政令市平均
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堺市 政令市平均
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実質公債費比率の推移

将来負担比率の推移

（資料）��総務省「地方公共団体の主要財政指標一覧」�
総務省「令和元年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率の概要」

（資料）���総務省「地方公共団体の主要財政指標一覧」、�
総務省「令和元年度決算に基づく健全化判断比率・資金不足比率の概要」
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②市債残高・基金残高（普通会計）
　臨時財政対策債を除く市債残高は、阪神高速道路大和川線や、堺市民芸術文化ホール（フェニーチェ
堺）などの大型整備事業により増加傾向にある。なお、政令指定都市の臨時財政対策債を除く市債残
高の平均は減少傾向にある。
　基金残高は、2013年度をピークに減少傾向にあり、2016年度以降は基金を取り崩すことで歳入
不足を補ってきたため、減少幅が大きくなっている。2019年度決算では、臨時的な土地売却収入を
基金に積み立てたため、基金残高は一時的に増加した。なお、政令指定都市の基金残高の平均は
2014年度以降横ばいで推移している。

20102008 2009 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
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（資料）総務省「地方財政状況調査関係資料」、堺市調べ

（資料）総務省「地方財政状況調査関係資料」、堺市調べ
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④経常収支比率
　本市独自の市民サービスの拡充などにより、経常収支比率は、2019年度決算で100％を超え、
財政の硬直化が進んでいる。
　経常収支比率が100％を超えると、毎年度経常的に入る収入で、毎年度必要となる経常的な支出
を賄えない状態である。
　経常収支比率は、政令指定都市の平均よりも高い水準にあり、上昇傾向に歯止めがかかっていない。

20102008 2009 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
（年度）

堺市 政令市平均
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経常収支比率の推移

（資料）総務省「地方公共団体の主要財政指標一覧」、堺市調べ
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⑵　財政状況の見通し
①社会保障関係費の見通し
　社会保障関係費（扶助費や介護保険事業特別会計への繰出金など）は、今後も増加する見通しである。

②財政収支見通し
　財政収支見通しでは、2030年度までは毎年35億円から53億円の収支不足が続く見込みである。そ
のため、歳入・歳出の両面から収支改善に向けた取組を行う必要がある。

203020292028202720262025202420232022
（年度、見込み）
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社会保障関係費の将来予測

（資料）堺市の財政収支見通し
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（年度、見込み）
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財政収支見通し

（資料）堺市の財政収支見通し
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④経常収支比率
　本市独自の市民サービスの拡充などにより、経常収支比率は、2019年度決算で100％を超え、
財政の硬直化が進んでいる。
　経常収支比率が100％を超えると、毎年度経常的に入る収入で、毎年度必要となる経常的な支出
を賄えない状態である。
　経常収支比率は、政令指定都市の平均よりも高い水準にあり、上昇傾向に歯止めがかかっていない。
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（資料）総務省「地方公共団体の主要財政指標一覧」、堺市調べ
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